
山口市成年後見制度利用支援事業報酬助成要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、山口市成年後見制度利用支援事業実施要綱（以下「要綱」と

いう。）に基づき、市長が成年後見、保佐又は補助（以下「法定後見」という。）

の開始の審判の申立てを行い、家庭裁判所が成年後見人、保佐人又は補助人（以

下「成年後見人等」という。）を選任した場合において、成年後見人等が成年被後

見人、被保佐人又は被補助人の財産の管理、身上監護等に関する事務（以下「後

見事務」という｡）を適切に行えるよう成年後見人等の報酬の全部又は一部を助成

することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（助成の対象者） 

第２条 助成の対象者（以下「対象者」という。）は､要綱第９条に基づく、市長が

法定後見開始の審判の申立てを行い、家庭裁判所により成年後見人等が選任され

た次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受給している者 

（２）資産、預貯金等がなく、成年後見人等の報酬の全部又は一部について助成を

受けなければ法定後見の利用が困難な者 

（３）市長が、前２号に準じ必要があると認める者 

（助成を行う場合の成年後見人等の要件） 

第３条 民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する親族が、対象者の

成年後見人等に就任する場合は、助成の対象としない。 

（助成額） 

第４条 助成金の額は、家事審判法（昭和２２年法律第１５２号）第９条第１項甲

類第２０号に規定する報酬付与の審判（以下「報酬付与の審判」という。）により

家庭裁判所が決定した報酬額の範囲内とし、次に掲げる額を上限とする。 

（１）対象者の生活場所が在宅の場合、月額２８，０００円 

（２）対象者の生活場所が施設の場合、月額１８，０００円 

（申請） 

第５条 成年後見人等の報酬の助成を申請することができる者（以下「申請者」と

いう。）は、対象者又は対象者の代理人としての成年後見人等とする。 

２ 申請者が助成金の交付を申請しようとするときは、成年後見人等の報酬助成金

交付申請書（以下｢申請書｣という。）に次に定める書類を添えて市長に申請しなけ

ればならない。 

（１）後見事務報告書の写し 

（２）預貯金通帳等の写し等金銭管理状況の分かるもの 

（３）報酬付与の審判書謄本の写し 

（４）対象者の代理人としての成年後見人等が申請する場合にあっては、登記事項

証明書又は法定後見の審判書謄本の写し 
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（助成の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、申請書、添付書類及び当

該申請に係る対象者の資産状況等の実態を調査し、助成の可否を決定する。 

２ 市長は、助成金の交付の可否の決定をしたときは、成年後見人等の報酬助成金

交付･不交付決定通知書により申請者に通知するものとする。 

（助成金の請求及び支払） 

第７条 前条の規定により助成の決定を受けた申請者は、成年後見人等の報酬助成

金交付請求書により助成金を請求することができる｡ 

２ 市長は、前項の請求に基づき、支払うものとする。 

（目的外使用の禁止） 

第８条 前条の規定により助成を受けた対象者は、助成金を成年後見人等の報酬以

外の目的に使用してはならない。 

（助成金の返還等） 

第９条 市長は、助成を受けた対象者又は対象者の代理人としての成年後見人等が、

次の各号のいずれかに該当するに至ったと認めるときは、助成金の交付決定を取

り消し、当該助成金の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（１）前条の規定に違反する行為があったとき 

（２）その他不正又は不適当な行為があったとき 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほかこの要領の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

付 則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

http://www.city.hikone.shiga.jp/reiki_int/document/main/ma00001337.htm#at9#at9

